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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

相談支援事業の実

施 

地域の身近な相談窓口として，相談から一貫

した支援を実施できるよう，関係機関と連携

し，相談支援の充実を図ります。 

障害福祉課 

社会福祉協議会 
充実 

自立支援協議会の

開催 

地域課題の抽出や障がい者等への支援体制に

関する課題について対応策の検討，関係機関と

のネットワークの構築など地域の実情に応じ

た体制の整備に向け，支援を行います。 

障害福祉課 充実 

芦屋市地域福祉推

進協議会の開催 

障がい者や高齢者，児童など分野・部門を越え

た地域の総合的な課題に対応するため，医療・

保健・福祉の総合調整や地域システム全体の運

営における基本方針，福祉施策への反映を協議

します。 

地域福祉課 

社会福祉協議会
継続 

民生委員・児童委員

との連携 

地域に暮らす障がいのある人への相談支援が

円滑に行われるよう，研修の実施や緊急・災害

時要援護者台帳登録者の見守り活動に必要な

情報の提供など，民生委員・児童委員との連携

を密にしていきます。 

地域福祉課 

障害福祉課 
継続 

障がい者基幹相談

支援センター機能

の充実 

○障がい者等が住み慣れた地域で安心して生

活できるよう，地域における相談支援の中核

的な役割を担い，相談支援事業所の人材育成

等地域の相談支援体制を強化していきます。

○入所施設・病院から円滑に地域へ移行し，継

続して生活できる支援体制の整備に取り組

みます。 

障害福祉課 

社会福祉協議会
充実 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

計画相談支援事業

の実施 

障がい者等の様々なニーズに応じた福祉サー

ビスを提供し，総合的かつ継続的な支援を行う

ため，「サービス等利用計画書」を作成し，障

がいのある人のサービス利用を支援します。 

障害福祉課 

こども課 
継続 

多様な連携による

支援 

トータルサポートの仕組みを通じて，市役所内

や関係機関，地域等との連携を進めるコミュニ

ティソーシャルワーク※を推進し，支援が必要

な方等が抱える課題を含め，新たなニーズや困

難な課題に対して，さまざまな力が協働して解

決する取り組みの推進を図ります。 

地域福祉課 継続 
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■ 芦屋市相談支援体制図

一般相談支援事業障がい者相談員

生活全般の支援

個別のニーズ・課題の把握

連携

障がい者・家族等からの相談 

民生委員・児童委員・福祉推進委員等からの相談 

支
援

情報提供，権利擁護，サービ

ス調整，その他必要な援助

相
談

個別支援会議 

基幹相談支援センター

指定特定相談支援事業

連携

当事者の

参加
行政

一般相談支援の後方支援

専門的内容の助言等

サービス等利用計画による

アセスメント・モニタリング

兵庫県阪神南障害者就業・

生活支援センター

ひょうご発達障害者支援センター

クローバー芦屋ブランチ

その他医療・保健・福祉の関係機関

サービス等利用計画に基づいた個

別の生活課題の検討と解決

課題解決策の提示 個別支援からみえる地域課題 

支援体制に関する課題検討 

課題の把握・評価 

関係機関の連携強化 

地域実情に応じた体制の検討

芦屋市自立支援協議会
実務者会

専門部会

個別ケースからの普遍的地域課題の整理・検討

地域課題に対する具体的解決策の立案・取り組み

相
談
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芦屋市地域発信型ネットワーク ２０１４．４～

（理念） だれもがその人らしく住み慣れた地域で，いきいきと安心して暮らせるまち

市
民

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
支
援
者
・
団
体
等

小地域福祉ブロック会議

事務局 

芦屋市地域福祉課 

芦屋市社会福祉協議会 

・
医
療
・
保
健
・
福
祉
の
総
合
調
整

・
シ
ス
テ
ム
全
体
の
運
営
に
お
け
る
基
本
方
針
協
議

・
福
祉
施
策
へ
の
反
映
を
協
議

精道地区 

小地域福祉ブロック会議 

宮川地区 

小地域福祉ブロック会議 

打出浜地区 

小地域福祉ブロック会議 

潮見地区 

小地域福祉ブロック会議 

潮芦屋地区 

小地域福祉ブロック会議 

浜風地区 

小地域福祉ブロック会議 

中学校区福祉ネットワーク会議

 各小地域福祉ブロック会議代表者と各種

専門機関の中学校区代表者で構成する

「福祉ネットワーク会議」を構成 

 「福祉ネットワーク会議」では生活圏域に

おける課題の共有，検討，集約を実施 

 高齢者生活支援センターが主催する「地

域ケア会議」障害福祉課が主催する「自

立支援協議会実務者会」，こども課が主催

する「要保護児童対策地域協議会個別ケ

ース検討会議」と連動 

精道中学校区 

福祉ネットワーク会議

潮見中学校区 

福祉ネットワーク会議 

地
域
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
検
討
委
員
会

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会

(

事
務
局
・
介
護
保
険
課)

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
運
営
委
員
会

(

事
務
局
・
介
護
保
険
課)

権
利
擁
護
支
援
シ
ス
テ
ム
推
進
委
員
会

(

事
務
局
・
地
域
福
祉
課)

自
立
支
援
協
議
会

(

事
務
局
・
障
害
福
祉
課) 

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

(

事
務
局
・
こ
ど
も
課)

実
務
者
会

個
別
ケ
ー
ス

検
討
会
議

地域ケア会議 

(事務局：潮見高齢者生活支援センター) 

事務局 芦屋市社会福祉協議会 

地域ケア会議 

(事務局：精道高齢者生活支援センター) 

地域ケア会議 

(事務局：西山手高齢者生活支援センター) 

(事務局：東山手高齢者生活支援センター) 

・
会
議
間
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

・
所
属
機
関
の
業
務
へ
の
反
映
，
施
策
化
の
検
討

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
全
体
の
会
議
の
進
捗
管
理
と
評
価

山手中学校区 

福祉ネットワーク会議 

 小学校区内の地域住民代表や各種 

福祉諸活動関係者等による「小地域福

祉ブロック会議」を構成 

 地域課題に対するネットワーク活用

による地域づくりのための具体的活

動 

岩園地区 

小地域福祉ブロック会議

朝日ヶ丘地区 

小地域福祉ブロック会議 

山手地区 

小地域福祉ブロック会議 

三条地区 

小地域福祉ブロック会議 

芦
屋
市
地
域
福
祉
推
進
協
議
会
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２ 障がい福祉サービスの充実 

【現状と課題】 

本市では，これまで障がいのある人の地域生活を支えるサービスとして，訪問系，日中活動系，

居住系サービスや地域生活支援事業，自立支援医療の給付などの確保充実に努めてきました。 

しかし，アンケート調査等からは，共同生活援助（グループホーム），就労継続支援 [Ａ型：雇用

型］，短期入所（ショートステイ），移動支援事業などのサービス利用への回答割合が高くなってお

り，自立や社会参加を主体的に実行できるような支援の充実が求められています。そして，在宅の

障がい者に対する日常生活及び社会生活を営む上での，居宅介護，重度訪問介護，同行援護，行動

援護等の支援を行うとともに，短期入所及び日中活動の場の確保等に引き続き努めていくことが求

められます。 

【今後の方向性】 

各種サービス提供事業所等と連携し，障害者総合支援法に基づく自立支援給付や地域生活支援事

業等の障がい福祉サービス等の基盤整備・充実を図るとともに，生活安定のための経済的支援や日

常生活への支援，公共交通機関に関する割引制度をはじめとする各種負担の軽減策等を行い，障が

いのある人の地域生活，在宅生活を支えるサービスの充実に取り組みます。また，自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう，日中活動の場の充実や身体機能又は生活能力の向上のた

めに必要な訓練（機能訓練及び生活訓練）の充実を図っていきます。これらの地域の生活を支える

障がい福祉サービスの展開に当たり，関わる人材の育成などが併せて求められます。障がいの特性

や関わり方などを理解し，その人に適した支援を的確に実践できるよう，障がい福祉サービスに関

わる人材の育成支援にも取り組んでいきます。さらに平成 27 年度から実施される生活困窮者自立

支援法に基づき，支援が必要な障がいのある人を支える仕組みについて検討していきます。 

  また，今期計画より新たに成果目標として障がい者の地域生活支援拠点等の整備が位置づけられ

ました。これは，相談（地域移行，親元からの自立等）機能，体験の機会・場（一人暮らし，グル

ープホーム等），緊急時の受入れ・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等），専門性（人材

の確保・養成，連携等），地域の体制づくり（サービス拠点，コーディネーター※の配置等）を総合

的に実施する機能が想定されています。拠点とありますが，一か所に集約する場合や，地域におけ

る複数の支援機関が分担して担う場合など，地域の実情に応じて選択することとなります。 

県では 1 市町に 1か所整備するものと定めており，このことを踏まえ，本市においても平成 29

年度末までに1か所の整備を行うものとします。 
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（１） 自立支援給付・地域生活支援事業 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

訪問系サービスの

実施 

障がいのある人が家庭において自立した日常

生活を営むことができるよう，「居宅介護」「重

度訪問介護」「同行援護」「行動援護」「重度障

害者等包括支援」の各サービスの提供と基盤整

備を進めます。 

障害福祉課 継続 

日中活動系サービ

スの実施 

障がいのある人の地域における日中活動の場

となる「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続

支援」「療養介護」「生活介護」「放課後等デイ

サービス」及び「短期入所」の各サービスの提

供と基盤整備を進めます。 

障害福祉課 

こども課 
継続 

居住系サービスの

実施 

障がいのある人の地域における居住の場とし

て，「共同生活援助」「施設入所支援」の各サー

ビスの提供と地域で安心して生活できるよう

地域移行・地域定着支援事業等のサービスの充

実を図ります。 

障害福祉課 継続 

地域生活支援事業

の実施 

障がいのある人が，その有する能力と適性に応

じて，自立した日常・社会生活を営むことがで

きるよう「理解促進研修・啓発事業」「相談支

援事業」「成年後見制度利用支援事業」「意思疎

通支援事業」「日常生活用具給付等事業」「手話

奉仕員養成研修事業」「移動支援事業」「地域活

動支援センター機能強化事業」の必須事業に加

え，その他事業として「日常生活支援」「社会

参加支援」「権利擁護支援」「就業・就労支援」

を実施し，障がいのある人や介助者の地域生活

を支援するサービスの充実を図ります。 

障害福祉課 継続 

補装具事業の実施 

障がいのある人の身体機能を補完又は代替す

ることで日常生活をしやすくするため，補装具

の給付を行い，それに係る経費を助成します。

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

自立支援医療の給

付 

障がいのある人の身体の機能障がいを除去又

は軽減するために行う手術等の治療に係る医

療費や通院により精神疾患の治療を受けてい

る人への医療費の一部を給付します。 

障害福祉課 継続 
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（２）障がい福祉サービス提供基盤の確保 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

芦屋市社会福祉「友

愛」基金による社会

福祉活動に関する

助成 

市内における施設基盤の充実を図る観点から，

社会福祉法人が市内に社会福祉施設を建設す

るための借入資金に係る利子に対する助成を

行います。 

地域福祉課 継続 

「はんしん自立の

家」運営費の補助 

介助者等の緊急時における受け入れ先確保の

観点から，阪神６市１町の共同事業である「は

んしん自立の家」のショートステイ事業に対

し，運営補助を行います。 

障害福祉課 継続 

社会福祉法人阪神

福祉事業団への 

補助 

障がいのある人が安心してケアを受けること

ができる施設を確保する観点から，社会福祉法

人阪神福祉事業団が運営する知的障害者支援

施設の運営費の一部を助成します。 

障害福祉課 継続 

みどり地域生活支

援センターの運営 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう支援し，障がい者の福祉

の増進を図るためセンターを設置し，生活介護

や短期入所の障がい福祉サービスの実施，喫茶

や盆踊り等地域に開かれた障がい者支援施設

として運営を行います。 

障害福祉課 継続 

障がい児機能訓練 

事業等の実施 

保健福祉センターにおいて，機能訓練の必要な

児童に対し，理学療法，作業療法，言語聴覚療

法を実施します。また，水中運動による身体機

能向上を目的とした水浴訓練を実施します。 

障害福祉課 継続 

地域生活支援拠点

等の整備 

相談や社会生活の体験の機会や場の確保，緊急

時の受入れ・対応，人材の確保・養成や連携等

の推進，地域の体制づくりを総合的に支える拠

点を整備します。 

障害福祉課 新規 
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（３）障がいのある人の生活を支援するサービス 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

各種障がい者手帳 

の交付 

障がいのある人の自立更生，社会参加の促進，

福祉の向上を図ることを目的に，身体障害者福

祉法，兵庫県療育手帳制度要綱，精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律に基づき，各種手

帳の交付を行います。 

障害福祉課 継続 

各種手当・給付金等

の支給 

「特別障害者手当」「障害児福祉手当」「特別児

童扶養手当」「介護手当」「重度心身障害者特別

給付金」等の各種手当・給付金を支給し，在宅

で生活する障がいのある人の経済的負担の軽

減・所得の確保に努めます。 

障害福祉課 継続 

心身障害者扶養 

共済制度の周知 

保護者に万一のことがあった場合に，残された

障がいのある人に年金を支給し，経済面の安定

化を図ることを目的とする心身障害者扶養共

済制度の周知を図ります。 

障害福祉課 継続 

心身障害者扶養 

共済制度の掛金 

補助 

旧芦屋市心身障害者保険扶養制度の加入者で，

兵庫県心身障害者扶養共済制度に引き続き加

入しており，かつ，一定の事由に該当する者に

対して掛け金の補助を行います。 

障害福祉課 継続 

生活福祉資金の 

貸付 

障がい者世帯に対し，安定した生活を営めるよ

うにするため，目的別資金の貸付を行います。
社会福祉協議会 継続 

税の軽減等の実施 

障がいのある人の経済面の安定化を図るため，

軽自動車税や自動車税・市民税の減免措置，市

民税の障害者控除・非課税措置などを行いま

す。 

課税課 継続 

軽・中度難聴児補聴

器購入費等の助成 

身体障害者手帳の交付の対象とならない軽・中

度難聴児の言語の習得，教育等における健全な

発育を支援するため，補聴器購入費用等の一部

助成を行います。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

生活困窮者自立支

援法による事業と

の連携 

障がいのある人の経済問題に関する相談対応

について，平成２７年度から施行される生活困

窮者自立支援法における実施事業との連携に

ついて検討します。 

障害福祉課 

地域福祉課 
新規 

各種負担軽減策の 

周知 

障がいのある人の社会参加の促進や経済面に

おける負担軽減を図るため，NHK放送受信料

や下水道使用料，社会教育施設観覧料の減免，

さらに，郵便料やNTT番号案内料の無料措置

について周知します。 

障害福祉課 継続 

小児慢性特定疾患

児日常生活用具等

給付事業の実施 

小児慢性特定疾患児を対象に，居宅生活支援と

して，日常生活用具等給付事業を実施します。 健康課 継続 

はり・灸・あんま・

マッサージ・指圧施

術費の助成 

障がいのある高齢者の健康と福祉の増進を図

るため，はり・灸・あんま・マッサージ・指圧

施術に要する費用の一部を助成します。 

障害福祉課 継続 

福祉施設等通園（通

学）費の補助 

すくすく学級通級児や市外の訓練施設等への

通所者に対し，交通費の補助を行います。 

こども課 

障害福祉課 
継続 
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（４）障がいのある人の外出を支援するサービス 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

タクシー利用料金

等の助成 

障がいのある人の通院及び社会参加の促進を

図るため，タクシー利用券の交付やガソリン費

用の一部助成を行います。 

障害福祉課 継続 

公共交通料金等の

負担軽減の周知 

障がいのある人の外出にかかる料金等の負担

を軽減し，社会参加の促進を図るため，鉄道，

汽船，バス，国内航空運賃や有料道路通行料金

の割引や自転車駐車場使用料の減免等につい

て周知を図ります。 

障害福祉課 継続 

補助犬貸付事業の

周知と施設等への

啓発 

○補助犬（盲導犬，介助犬，聴導犬）を必要と

する障がいのある人に，兵庫県身体障害者

補助犬貸付事業の周知を図ります。 

○交通機関や公共施設，大型店舗，民間施設な

どにおいて補助犬の同伴が円滑に行えるよ

う，関係機関や商工会等を通じた啓発に取

り組みます。 

障害福祉課 継続 
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３ 障がいの原因となる疾病予防と早期発見・早期対応 

【現状と課題】 

本市では，平成25年 4月に「第 2次芦屋市健康増進・食育推進計画」を策定し，ライフステー

ジごとの健康づくり等の施策を推進しています。計画の中では，妊娠中の健康管理や乳幼児健康診

査において，発達の遅れや障がいが疑われる乳幼児を早期発見・早期対応・早期療育につなぐため

の関係機関の連携と支援体制の強化に取り組んでいます。また，成人期においては，生活習慣病等

の疾病による障がいの発生や悪化を予防するため，健康診査及び健康教育を実施しています。障が

いの原因となる疾病の予防ととともに，早期発見・早期対応により，障がいを軽減するためにも，

保健・医療・福祉の連携による体制の充実が必要となっています。 

また，発達障がいに関する相談・支援ニーズの増加に伴う，相談支援，発達支援等の支援体制の

充実も求められています。 

【今後の方向性】 

障がいの原因となる疾病の予防，早期発見につながる健診体制の充実，健康管理に関する情報提

供，健康教育等を継続して実施します。早期発見から適切な対応を実施できるよう，保健・医療機

関や相談支援事業，当事者団体等との連携を強化し，支援体制の充実を図ります。 

また，発達障がいや思春期におけるストレスなどにより障がいが発症した場合における支援につ

いて，関係機関との支援体制の構築に努めます。 

（１）乳幼児期 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

妊産婦健康教育・ 

相談の実施 

○妊産婦に対し，安全な分娩を図ることを目的

に，妊婦相談やレッツエンジョイマタニティ

クッキングなどの各種教室において疾病等

の早期発見と適切な教育・指導を行います。

○妊娠時の母親に対して障がいや疾病のあっ

た場合の対応を含めた情報提供を行いま

す。 

健康課 継続

妊婦健康診査費助

成事業の実施 

妊娠中の健康診査の受診を促進し，母体や胎児

の健康を確保するため，妊婦健康診査費の一部

を助成します。 

健康課 継続 



61 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

母子保健訪問指導

の実施 

○新生児や乳幼児の養育上必要な事項の指導

や，発達上の相談，課題の早期発見・対応

を図るため，「新生児訪問（生後28日まで）」

「未熟児訪問」及び「こんにちは赤ちゃん

訪問（生後４か月まで）」「家庭訪問（就学

前の乳幼児）」を実施します。 

○未熟児養育医療申請者に対して，健やかな成

長発達が促されるよう，全戸訪問を実施し

ます。 

健康課 継続 

乳幼児健康診査の

実施 

子どもの発達上の課題の早期発見を図り，子ど

もの健全な育成を促すため，４か月児・10か

月児・１歳６か月児・３歳児に対し乳幼児健康

診査を実施し，必要に応じて相談や指導，その

後のフォローへとつなぎます。 

健康課 継続 

乳幼児健康診査 

事後指導の実施 

○乳幼児健康診査のアフターフォローとして，

初期相談から専門的な相談を行う「こどもの

相談」や支援を必要とする子どもへの「コア

ラクラブ」の実施，「アレルギー教室，相談」

「5歳児発達相談」を実施します。 

○子どもの発達に関する専門的な相談体制の

構築について検討するとともに，療育の必要

な子どもに対する情報提供・教育・指導を行

います。 

健康課 継続 

健康教育・健康 

相談の実施 

子どもの健全な育成を促すとともに，保護者の

不安軽減を図るため，乳児を育てる保護者を対

象に保育士や栄養士による「育児相談」や「も

ぐもぐ離乳食教室」等を実施します。 

健康課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

療育支援相談の 

実施 

障がい児や発達上何らかの心配のある児童等

に対し，その障がいの軽減を図ることを目的

に，適切な指導を早期に行い，関係機関の連携

による支援を行います。また，教育関係機関に

おいて，相談内容について情報共有等を行い，

就学後の支援が充実するよう体制を整備しま

す。 

障害福祉課 

こども課 

保育課 

健康課 

学校教育課 

健康福祉事務所 

継続 

発達障がい児・者へ

の支援 

○保健福祉センター内の関係機関やひょうご

発達障害者支援センタークローバー芦屋ブ

ランチと連携を図り支援に当たります。 

○５歳児発達相談事業において，保護者が子ど

もの特性や関わり方を理解し，子どもに応じ

た子育てができるよう相談・指導を行いま

す。 

障害福祉課 

健康課 

学校教育課 

継続 

思春期などにおけ

る早期発見・早期対

応 

精神的なストレスやこころの病等からひきこ

もりや障がいを発症した場合における早期発

見・早期対応のため，関係機関との連携及び支

援体制を構築していきます。 

青少年育成課

障害福祉課 

学校教育課 

継続 
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（２）成人期 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

保健指導の実施 

健康診査等において，指導が必要とされた人に

対し，生活習慣の改善を目的とした保健指導を

実施します。 

健康課 継続 

健康チェックの 

実施 

市民の主体的な健康づくりを促進するため， 

３０歳以上の市民に対し，一定の負担のもと

「健康チェック」を実施します。 

健康課 継続 

健康教育・健康 

相談の充実 

○「健康チェック」受診者に対する事後指導と

して，生活習慣病を予防するための「生活

習慣みなおし教室」を開催します。 

○市民の健康づくりを支援するため，健康教

育，各種相談を実施します。 

健康課 継続 

訪問指導の実施 

「健康診査」や「健康チェック」等において，

訪問による指導が必要な人等に対し，在宅訪問

指導を実施します。 

健康課 継続 
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４ 医療関連施策の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がいのある人が適切な医療を受けることができるよう，自立支援医療や福祉医療費

助成事業など各種医療費の助成を行うとともに，障害者総合支援法に基づく自立支援給付や介護保

険制度による機能訓練等サービスを提供しています。障がいのある人が地域の中で安心して暮らす

には，必要なときに必要な医療を受けられる環境が整備されていることは重要となります。 

平成 25 年４月から障害者総合支援法に定める障がい児・者の対象に，難病等が加わり，障がい

福祉サービス，相談支援等の対象となっています。難病患者に対し，関係機関との連携による相談

や在宅療養上の適切な支援ができる体制づくりが課題となります。 

【今後の方向性】 

障がいのある人が身近な地域で適切な医療・リハビリが受けられるよう，医療機関との連携を強

化し，医療関連施策の充実を図ります。また，障がい歯科診療や障がい児機能訓練事業を継続して

実施します。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

自立支援医療の給

付（再掲） 

障がいのある人の身体の機能障がいを除去又

は軽減するために行う手術等の治療に係る医

療費や通院により精神疾患の治療を受けてい

る人への医療費の一部を給付します。 

障害福祉課 継続 

福祉医療費助成 

事業の実施 

障がいのある人が必要な医療を受けることが

できるよう，「障害者医療費助成事業」及び「高

齢障害者医療費助成事業」については，兵庫県

の制度の動向を見極めながら実施していきま

す。 

地域福祉課 継続 

障がい児機能訓練 

事業等の実施（再

掲） 

保健福祉センターにおいて，機能訓練の必要な

児童に対し，理学療法，作業療法，言語聴覚療

法を実施します。また，水中運動による身体機

能向上を目的とした水浴訓練を実施します。 

障害福祉課 継続
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

障がい歯科診療の

実施 

保健福祉センター内の芦屋市歯科センターに

おいて，毎週木曜日に障がいのある人に対し

て，歯科診療を実施します。 

健康課 継続 

医療型短期入所の

実施 

市立芦屋病院において，医療的ケアが必要な障

がいのある人に対して医療型短期入所サービ

スを実施します。 

市立芦屋病院 新規 
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５ 障がいに応じた情報提供の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がいのある人が地域で生活していくための必要な情報を入手することができるよう，

障害福祉課窓口に手話通訳者を１名配置し，聴覚障がい者の相談業務などを行っています。また，

市の広報紙などの発行に併せ，点字版及び音訳版の発行を行い，視覚障がいのある人の情報入手手

段の確保を図っています。さらに，｢障がい福祉のしおり｣やホームページにおいてサービス内容の

周知を行っています。 

アンケート調査等によると，住みよいまちとするために必要なこととして，市役所からの福祉に

関する情報提供を求める回答が多くなっています。国の第３次障害者基本計画においても，アクセ

シビリティ※の向上（情報などの利用しやすさ）が示されており，コミュニケーション手段の充実な

どが求められます。 

また，困ったときの相談先として，医療機関やサービス提供事業所，教育機関などの回答が多く

なっており，行政のみではなく，これらかかわりの深い機関等からの情報提供を充実していくこと

も重要となります。 

【今後の方向性】 

障がいのある人の情報入手やコミュニケーション手段を確保するため，障害福祉課窓口における

手話通訳者の配置及び手話通訳者・要約筆記者の派遣，点字広報・声の広報の発行など，多様な媒

体やツールを活用した情報提供とコミュニケーション手段の確保の支援を引き続き進めていきます。

さらに，手話通訳奉仕員等の養成を行うことで，情報提供手段の充実を図っていきます。 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

意思疎通支援事業

の実施 

聴覚障がい者・視覚障がい者の情報入手やコミ

ュニケーション手段を確保し，日常生活の支援

及び社会参加の促進を図るため，「手話奉仕員

の養成」「手話通訳者・要約筆記者の派遣」「点

字広報・声の広報の発行」「障害福祉課窓口に

おける手話通訳者を設置」などを意思疎通支援

事業として実施します。 

障害福祉課 継続 

「障がい福祉のし

おり」の発行 

手帳取得者等へ本市において，利用できる福祉

サービスや制度などの情報を提供・周知するた

め，障がい者施策全般を紹介した冊子「障がい

福祉のしおり」を年１回発行し，手帳取得時な

どに説明・配布を行います。 

障害福祉課 継続 

情報・意思疎通 

支援用具の給付 

補装具による意思伝達装置の交付や，日常生活

用具給付等事業として，点字器や人工喉頭，障

がい者向けのパソコン周辺機器やアプリケー

ションソフトなど，障がいのある人の情報収

集，情報伝達，意思疎通等を支援する用具の給

付を行います。 

障害福祉課 継続 

多様な機関・団体等

への情報提供 

障がいのある人が様々な機会や場を通じて，制

度や福祉サービス等に関する情報を入手でき

るよう，サービス提供事業所や医療・教育など

の関係機関，障がい者団体等へ自立支援協議会

などを通じ，情報提供を行います。 

障害福祉課 継続 
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プロジェクト１ 普及・啓発の促進 

■ 課 題

   アンケート調査結果やヒアリング調査から，相談員の専門性の向上，多職種連携の必要性等相談

支援体制の充実が求められています。その背景には，相談支援の現場において，複合的な課題を抱

える対象者の増加が考えられます。 

■ 施策の方向 

専門的な相談支援，相談支援事業所への後方支援等基幹相談支援センターの機能を充実させ，個

別支援及び地域課題解決の取り組み，地域の相談支援体制の強化及び人材育成のための研修事業の

展開などを図ります。 

■ 実施事業

事業名 障がい者基幹相談支援センター機能の充実 

内  容 

○障がい者等が住み慣れた地域で安心して生活できるよう，地域における相談支援

の中核的な役割を担い，相談支援事業所の人材育成等地域の相談支援体制を強化

していきます。 

○入所施設・病院から円滑に地域へ移行し，継続して生活できる支援体制の整備に

取り組みます。 

重点プロジェクト：障がい者基幹相談支援センター機能の充実
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第２節 共に学び共に地域で活動できる体制づくり

１ 広報啓発活動の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がいに対する市民や地域の理解を促進するために，「広報紙」「ホームページ」等の

活用や，障がい者問題や障がいに対する理解の促進を図っています。また，平成２２年度から障害

者週間（毎年１２月３日から９日）に合わせて発行している広報「障がい福祉特集号」により，障

がいに対する啓発を行っています。 

しかし，依然として障がいへの理解が進んでいるとはいえず，特に，発達障がいや精神障がいに

ついての理解はまだまだ進んでいないのが現状となっています。また，障がいのある人の生活の場

や働く場，日中活動等の場など，共に活動できる環境を整備・拡充していくためには，地域の理解

が必要不可欠となっており，広報・啓発活動の一層の推進が課題となっています。 

【今後の方向性】 

市民に対し，障がいの理解を促進するため，「広報紙」「ホームページ」等については周知を図る

重要なツールとして，広報の仕方や取り上げ方について検討し，効果的な周知・啓発を進めていき

ます。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

広報紙・ホームペー

ジ等による啓発 

地域生活において障がいのある人が安心して

暮らせるよう，障がいへの理解を促進するた

め，「広報あしや」や市のホームページ等の広

報媒体を活用した啓発を推進します。 

障害福祉課 

広報国際交流課
継続 

マスメディアの 

活用 

マスメディアを積極的に活用し，障がいに関す

る情報について，市民への周知・啓発に努めま

す。また，市政記者への情報提供を通じて市民

への周知・啓発にも努めていきます。 

障害福祉課 

広報国際交流課
継続 
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２ 一貫した教育支援体制の構築 

【現状と課題】 

本市では，乳幼児期から適切な療育及び訓練が行えるように市立すくすく学級において，児童発

達支援事業を実施し，心身障がい児の早期療育訓練を提供しています。また，障がいのある乳幼児

への保育については，障がい児保育事業を実施し，保育所における障がい児の受け入れを行ってい

ます。一方，幼稚園における対応については，加配教員配置園を中心に，「特別な支援を要する幼児

に係る研修会」を実施し，教員の指導力向上を図るとともに，教育委員会内に特別支援教育担当指

導主事を配置し，学校園における特別支援教育の充実を図っています。 

就学期については，小・中学校においては通常学級に在籍する障がいのある児童生徒に対しても

必要に応じて個別の指導計画や個別の教育支援計画を作成し，指導を行っています。また，保健福

祉センター内に特別支援教育センターを設置し，保健・福祉等関連部局との連携を図っています。 

アンケート調査などから「教員などの指導力の向上や障がいへの理解」「障がい児の個々の状況に

合わせた指導内容やカリキュラム」「進路指導や職業教育の充実（自立して働ける力の育成）」など

障がい児に対する理解や個々の状況にあった指導，進路指導の充実が求められており，教員の資質

の向上や支援計画の内容充実が課題となっています。また，就学先となる学校園や保育所の受け入

れ体制の充実と障がいのある生徒の後期中等教育における進路先の確保は重要となります。そのた

めにも，乳幼児期から学校卒業後の進路を見据えた教育・育成支援を障がいのある子ども一人ひと

りの教育的ニーズに応じて行えるよう，具体的な取り組みを進める必要があります。 

【今後の方向性】 

障がい児の早期療育・保育体制をより一層充実させるため，関係機関と連携し，受け入れ体制の 

さらなる充実を図ります。 

 また，特別支援教育センターの機能の充実を図り学校園への支援を強化するとともに，保健・福

祉等関連部局との連携により，障がいのある子どもの将来を見据えた一貫した教育を行うなど，特

別支援教育の推進体制の整備・充実を図ります。特にさまざまな情報をまとめて，保護者とともに

支援者が連携を図り，途切れのない支援を行うことを目的に作成するサポートファイルの有効活用

に向けての検討を進めます。そして，学校現場で障がいのある子どもに対する適切な指導などがで

きるよう，教職員の研修を充実させます。 

 さらに，障がいのある生徒の後期中等教育における進路先を確保するため，兵庫県教育委員会及

び県への働き掛けを引き続き行っていきます。 
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（１）乳幼児期における療育・保育等 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

療育支援の実施 

発達に課題のある子どもに適切な療育及び訓

練等を提供するため，市立すくすく学級におい

て児童発達支援事業の提供を行います。 

こども課 継続 

障がい児保育事業

の実施 

保育を必要とする個別的配慮の必要な乳幼児

に対して提供する保育サービスについて，保護

者との意思疎通を図りながら実施していきま

す。 

保育課 継続 

幼稚園における 

特別な支援を要す

る幼児の指導 

特別な支援を必要とする幼児への個に応じた

適切な指導が行えるよう，加配教員及び支援員

の配置を行うとともに，すべての幼稚園で特別

な支援を要する幼児への対応が可能となるよ

う，園内委員会の設置及び特別支援教育に係る

研修会の充実を図ります。 

学校教育課 継続 

市立すくすく学級

における日中一時

支援事業の実施 

日中，障がいのある乳幼児に活動の場を提供

し，家族の一時的な休息時間を確保するため，

日中一時支援事業を実施します。 

こども課 継続 
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（２）特別支援教育の推進 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

適正就学指導委員

会の実施 

障がいのある幼児児童生徒の適正な就学指導

を行うとともに，就学後の具体的な支援方策な

ども検討し，個に応じた多様な教育的ニーズに

対応していきます。 

学校教育課 継続 

就学サポート連携

推進事業の実施 

「就学のための教育連携連絡会」を定期的に開

催し，教育上，配慮を要する幼児の円滑な就学

等への対応を図るとともに，保育所，幼稚園，

小学校，関係機関が連携して情報交換する連携

システムを確立します。 

学校教育課 充実 

特別支援教育 

センターの充実 

芦屋市における特別支援教育の充実と保護者

や学校園と連携を図るため，専門指導員による

巡回指導，教育相談を実施し，保護者や学校園

への支援機能の充実を図ります。 

学校教育課 継続 

校内支援体制の 

整備 

特別支援教育コーディネーターを中心として，

校内委員会において，個に応じた支援の在り方

についての共通理解や検討を行うとともに，特

別支援教育センターと連携し，支援体制の充実

を図ります。 

学校教育課 継続 

障がいの状態に応

じた学習指導 

障がいのある幼児児童生徒一人ひとりの多様

な教育的ニーズに応じた支援を行い，主体的に

生活を営む力を育むことができるよう，個別の

教育支援計画や個別の指導計画を作成し，これ

らに基づいた支援や指導等の充実を図ります。

学校教育課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

指導補助員の配置 

生活面，指導面で支援が必要な幼児児童生徒

に，一人ひとりの多様な教育的ニーズに応じた

効果的な指導，支援を行うために，介助員，支

援員，ボランティア等の指導補助員を配置しま

す。 

学校教育課 継続 

専門指導員派遣委

託事業の実施 

障がいのある幼児児童生徒の保護者への相

談・支援，教職員に対する障がいに応じた適切

な指導方法等の助言のため専門指導員を派遣

し，支援の必要な幼児児童生徒の指導，支援の

充実を図ります。 

学校教育課 継続 

進路指導の充実 

義務教育終了後の進路について，多様な進路先

の選択が行えるよう，特別支援学校やサービス

提供事業所，ハローワーク，企業，関係機関と

の連携を密にし，支援の充実を図ります。 

学校教育課 継続 

教育施設の点検・ 

整備 

学校園施設を誰もが安心・安全に利用できるよ

う，バリアフリー及び耐震化を進めます。 

教育委員会 

管理課 
継続 

サポートファイル

の普及啓発 

保護者と共に支援者が連携を図り，途切れのな

い支援を行うことができるよう，サポートファ

イルの普及啓発を行い，有効活用に向けた取り

組みの検討を行います。 

障害福祉課 

こども課 

保育課 

健康課   

学校教育課 

充実 



74 

３ 福祉教育の推進 

【現状と課題】 

本市では，子どもの頃から命と人権を大切にする精神や相手に対する思いやりなどの福祉の心を

育むため，学校園において総合的な学習や道徳教育，また，「トライやるウィーク」などの特別活動

を実施しています。一方，公民館など社会教育施設を中心に人権や福祉について学習する講座の提

供を行い，市民の福祉意識・人権意識の向上に努めています。 

今後も，障がいのある人もない人も共に生きる社会を実現する上で，また，豊かな人権文化に満

ちた社会づくりを目指す上で，子どもの頃から福祉意識・人権意識を育む教育の充実と，地域住民

に対し，人権や福祉について学ぶ機会の充実を図ることは重要な課題となります。 

【今後の方向性】 

各学校で実施されている道徳教育や特別活動，総合的な学習の時間を通じて，人権の大切さや障

がいのある人に対する理解を深めるとともに，思いやりや助け合いなど福祉の心を育む教育を推進

します。また，家庭・地域・職場など市民の身近な日常生活の中で，障がいのある人の問題や人権，

福祉について学ぶことができる場の充実に努めます。 

また，障がいのあるなしにかかわらず児童生徒が共に相互理解を深めるため，障がいのある人へ

の理解を深めるための啓発冊子などを活用するとともに特別支援学級と通常学級との交流や兵庫県

立芦屋特別支援学校との交流について積極的に推進していきます。あわせて，障がいのある人への

理解を深めるため啓発冊子などを活用し，理解の促進を図ります。 

（１）学校教育 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

道徳教育の推進 

道徳副読本・啓発冊子の活用や，体験活動など

教育活動全体を通じて，「命の大切さ」をはじ

め，「思いやりの心」「困難や逆境に負けない強

い心」などの大切さを実感させるとともに，道

徳的実践力を育んでいきます。 

学校教育課 充実 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

啓発冊子の活用 

学齢期の児童を中心に啓発冊子を活用した学

習機会を設け，障がいへの理解促進を図りま

す。 

学校教育課 継続 

特別活動の推進 

トライやるウィークや学校園行事をはじめと

した特別活動を通じて，障がいのある児童生徒

との交流を積極的に行い，障がいのある人に対

する理解を深めるとともに，思いやりや助け合

いの心を育んでいきます。 

学校教育課 継続 

総合的な学習の 

時間の活用 

体験的な学習や地域人材の活用など実感のあ

る学習を通して，障がいや人権についての正し

い認識と理解の促進を図ります。 

学校教育課 継続 

教職員を対象とし

た研修 

教職員が障がいについて，正しい理解と支援が

行えるよう，障がい理解や特別支援教育に関す

る研修を行い，教職員の指導力を高めていきま

す。 

打出教育文化

センター 
継続 

（２）社会教育 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

各種講座・教室の開

催 

社会教育施設と連携し，地域に暮らす市民が障

がいや人権について，理解を深めることができ

るよう出前講座や各種講座・教室の開催等学習

機会の拡充に努めます。 

生涯学習課 継続 

福祉教育活動への

支援 

車いす，アイマスクなど福祉に関する資料の貸

し出しや情報提供に努めるとともに，各種講演

会や講座・教室・研修会など，地域における福

祉教育活動の促進を図ります。 

社会福祉協議会 継続 
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４ 交流活動の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がいのある人とのふれあいを通じて互いの理解を深め合う場として「ふれあい市民

運動会」を開催するとともに，学校行事を通じた交流活動などを展開しています。 

今後もより多くの市民が障がいのあるなしにかかわらず，共にふれあうことを通じて互いの理解

を深めることができるよう，より身近な地域においても多様な交流が図ることができる場を充実さ

せていくことが重要となります。 

【今後の方向性】 

障がいのあるなしにかかわらず，交流を図る場として「ふれあい市民運動会」の充実を引き続き

図っていきます。また，障がい者団体相互のネットワークを構築し，地域住民と障がいのある人の

交流活動の促進を図るとともに，障がいのある人が積極的に地域活動に参加できるよう，地域や団

体が行う活動内容の検討・実施を支援します。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

ふれあい市民 

運動会の開催 

多くの市民が参加できるよう，プログラムや運

営等の工夫を行い，内容の充実を図ります。 
障害福祉課 充実 

地域との交流 

○社会福祉協議会や関係各課とも連携を図り

ながら，障がいのある人との交流活動を促進

します。 

○地域交流拠点として，打出商店街の中に「ま

ごのて」を設置し，相談やイベントなど地域

との交流を深めます。 

○芦屋特別支援学校との交流等，地域社会にお

ける交流の機会の更なる促進を行います。 

社会福祉協議会 

学校教育課 
継続 

みどり地域生活支

援センターの運営

（再掲） 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を 

営むことができるよう支援し，障がい者の福祉

の増進を図るためセンターを設置し，生活介護

や短期入所の障がい福祉サービスの実施，喫茶

や盆踊り等地域に開かれた障がい者支援施設 

として運営を行います。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

当事者の組織化及

び当事者組織の運

営支援 

保健福祉センターを活用した活動の場の提供

を行いながら，当事者の組織化促進や運営支援

を行います。 

障害福祉課 

社会福祉協議会 
継続 
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５ 地域福祉活動の促進 

【現状と課題】 

本市では障がいのある人の地域生活を，住民同士の助け合いや支え合いにより支援していくため，

社会福祉協議会と連携し，ボランティア活動センターにおいて手話・要約筆記などのボランティア

養成講座の開催やボランティアの調整など，ボランティアの養成と確保に努めています。一方，「あ

しや市民活動センター」を中心に，各種ボランティア活動のみならず，市民活動全般における情報

提供や団体間等のネットワーク化及びＮＰＯの組織化などの支援を行っています。 

また，インタビュー調査等からも，行事などでちょっとした手伝いをするボランティアを求める

声や障がいのある人がボランティア等の担い手になる機会を増やすことを期待する声があり，障が

いのある人の生活が少しの支援で充足され，また，サービスの担い手としても活動ができる仕組み

づくりが求められます。 

【今後の方向性】 

ボランティアや地域住民による多様な福祉活動は，障がい者福祉のみならず，芦屋市全体の福祉

向上には重要なものとなります。そのため，社会福祉協議会をはじめ関係機関等と連携し，市内ボ

ランティア活動の周知や活動への支援，障がいのある人が地域の活動の担い手として活躍できるよ

う地域福祉活動の促進に向けた支援と支援体制づくりの強化を進めます。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

市と市民による協

働の取り組み 

市と市民の協働で設置した「地域福祉アクショ

ンプログラム推進協議会」において，市民が市

民のために作る情報紙プロジェクト，わがまち

にベンチを設置するプロジェクト，一人ひとり

が「できること」で参加するひとり一役運動プ

ロジェクトを推進します。 

地域福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

ボランティア活動

支援 

○地域福祉活動の促進を図るため，ボランティ

ア活動等への助成などの支援を行います。

○ボランティア活動センターの運営により，地

域福祉活動への住民の参加促進やボランテ

ィア活動団体との連携を強化します。 

○地域福祉活動への支援体制を強化するため，

「あしや市民活動センター」と「ボランティ

ア活動センター」との連携を強化し，情報提

供や団体間とのネットワーク化，ボランティ

ア等の組織化などの支援の充実を図ります。

地域福祉課 

社会福祉協議会 

市民参画課 

継続 

ボランティア活動

センターの運営 

○社会福祉協議会に設置されているボランテ

ィア活動センターの機能強化を図り，福祉

ニーズとボランティア活動を結びつけ，地

域支援の仕組みを充実させていきます。 

○ボランティアコーディネーター※を配置

し，ボランティアに関する相談，対応，コ

ーディネートを行います。 

社会福祉協議会 継続 

ボランティアの 

育成 

関係機関と連携し，手話・要約筆記をはじめ，

ニーズに応じたボランティア養成講座を開講

し，ボランティアを育成します。 

障害福祉課

社会福祉協議会 
継続 

障がい者団体への 

助成 

障がいのある人やその保護者の地域における

仲間づくり，社会参加や地域生活への支援に重

要な役割を果たしている芦屋市内の障がい者

団体４団体に対し，団体の安定的な運営や活動

の充実を図るため，団体補助金の助成を行いま

す。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

障がい者団体活動

への支援 

○広報等を通じた各当事者団体の紹介や団体

主催のイベントにおける協力など，組織活動

の周知及び支援を行います。 

○保健福祉センター内に，ボランティア等当事

者組織が活動できる場の確保を行い，運営を

支援していくとともに，当事者団体との連携

を図ります。 

○ボランティア団体，NPOなど他団体とのネ

ットワーク化の支援及び市民活動全般にお

ける情報提供等障がい者団体活動を支援し

ます。 

障害福祉課 

市民参画課 

社会福祉協議会 

継続 

活動拠点確保への 

支援 

あしや市民活動センター等を活用し，市内で活

動する様々な団体の活動拠点を確保します。 

市民参画課 

社会福祉協議会
継続 
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プロジェクト１ 普及・啓発の促進 

■ 課 題

   アンケート調査及びヒアリング調査から，サポートファイルの有効活用が望まれています。サポ

ートファイルは平成 25 年度に作成し，平成 26 年度より配布を開始していますが，配布後の活用

についても，効果的に活用されるよう継続した検証と検討が必要となっています。 

■ 施策の方向

     支援を必要とする人が途切れのない支援を受けることができるよう，周知及び有効活用に向けた

各機関連携による検討を進めます。 

■ 実施事業

事業名 サポートファイルの普及啓発 

内  容 
保護者と共に支援者が連携を図り，途切れのない支援を行うことができるよう，サ

ポートファイルの普及啓発を行い，有効活用に向けた取り組みの検討を行います。

重点プロジェクト：サポートファイルの普及啓発
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第３節 適性に応じて能力を発揮し，いきいきと働くことが

できる環境づくり

１ 就労支援の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がい者の雇用が促進されるよう，今後も障がい者雇用・就労に関する啓発活動を行 

 うとともに，公共職業安定所及びサービス提供事業者等との連携を図っています。 

また，保健福祉センター内に就労支援員を配置し，阪神南障害者就業・生活支援センターとの連 

 携を強化し，障がいのある人の就労支援の充実を図っています。 

一方，一般就労が困難な障がいのある人の福祉的就労の場は，働く場としての役割のみならず，

障がい者の日中の居場所や多くの人とのふれあいの場，相談の場となるなどの役割を担っています。 

障がいのある人の就労においては，障がいの理解に基づく適切な就労支援体制が必要であり，就

労意欲があっても就労に結びついていない現状があることから，障がいに応じた働く場の確保，就

労支援の充実，障がい者の就労に対する理解が求められています。

【今後の方向性】 

障がいのある人の就労機会の拡大を図るため，企業への啓発，阪神南障害者就業・生活支援セン

ターや公共職業安定所等との連携・協力体制の強化を図ります。また，庁内における授産品販売や

保健福祉センターにおける清掃業務等の障がいのある人の就労の場の確保に引き続き努めます。 

さらに市役所における短期雇用（チャレンジド雇用）を推進し，障がいのある人が一般就労に結

びつくよう支援を行います。 

また，「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（以下「障害者

優先調達推進法」という。）に基づき，調達目標を設定し，障がい者就労施設等からの役務や物品の

調達の推進を図ります。 
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（１）障がいのある人の雇用機会の拡大 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

企業啓発活動の 

推進 

阪神南地域での障害者雇用・就業ネットワーク

会議や雇用対策労・使・行政三者会議，市内の

障がい者就労に関する就労支援者会議を通じ

ての意見交換やハローワーク西宮と連携し，本

市の制度である障害者雇用奨励金の利用促進

に努め，障がい者の雇用機会の増大及び長期雇

用の促進を図るとともに，広報紙等により広く

障がい者雇用についての周知・啓発を行いま

す。 

障害福祉課 

経済課 
充実 

重度障害者多数雇

用事業所への支援 

障がいのある人の雇用の場を確保するため，重

度障害者多数雇用事業所を運営する阪神友愛

食品株式会社（コープこうべ及び兵庫県，阪神

７市１町の共同出資会社）への運営支援を行い

ます。 

障害福祉課 継続 

障害者雇用奨励金

支給制度の実施 

障がいのある人の雇用機会の増大を図るため，

継続して障がい者を雇用する事業主に対して，

一定期間その賃金の一部を助成します。 

経済課 継続 

福祉的就労の場の

確保 

○一般就労の困難な障がいのある人が，福祉的

就労の場（日中活動の場）を確保できるよう，

サービス提供事業所との連携を図ります。 

○地域活動支援センター等については，障がい

のある人の地域生活を支援する上で重要か

つ多様な役割を担っていることから，国・県

の動向を踏まえながら，運営費の補助を行い

ます。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

保健福祉センター

における雇用の場

の確保 

保健福祉センターにおいて，就労支援カフェ

（就労継続支援Ｂ型）「カシューカシュ」の運

営支援，館内の清掃作業等において，障がい者

の雇用の場を提供します。 

障害福祉課 

福祉センター
継続 

インターンシップ※

の実施 

芦屋特別支援学校の実習生を受け入れ，就労に

繋がるよう職場体験の場を提供します。 
障害福祉課 継続 

就労支援員の配置 

保健福祉センター内の阪神南障害者就業・生活

支援センターに就労支援員を常勤で配置し，関

係機関との連携を行い，障がいのある人の就労

促進を図ります。 

障害福祉課 継続 

授産品販売コーナ

ーの設置 

○市内事業所等の授産品について，市役所及び

保健福祉センター等において定期的に販売

コーナーを設置し，販売経路拡大のための支

援を行います。 

○障害者優先調達推進法の施行に伴い，市内事

業所の仕事内容を庁内へ周知を図り，優先発

注等の増加を促進します。 

障害福祉課 継続 

チャレンジド雇用

の実施 

障がいのある人の短期雇用を実施することに

より，本人の就労に係るスキルの向上，庁内に

おける障がいに対する理解促進を図ります。 

障害福祉課 

人事課 
充実 
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（２）就労への支援 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

公共職業安定所等

との連携 

障がいのある人の就労先の確保から就労後も

安定して働き続けられるよう，就労支援の充実

を図るため，西宮公共職業安定所等との連携を

強化します。 

障害福祉課 継続 

知的障害者能力開

発センターの紹介 

障がいのある人の就労に向けた訓練の場を確

保するため，知的障害者能力開発センターの紹

介を行っていきます。 

障害福祉課 継続 

身体障害者高等技

術専門学校及び職

業能力開発校等の

紹介 

技能・技術者として，社会活動への参加を促進

し，障がいのある人の職業の安定化を図るた

め，職業人として自立を目指す障がいのある人

に対し，能力と適正に応じた職業訓練を受ける

ことができるよう，職業訓練校等の紹介を行い

ます。 

障害福祉課 継続 
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２ 多様な社会参加の場・生きがいの場の充実 

【現状と課題】 

本市では，障がいのある人がスポーツ・レクリエーション，文化活動などに親しむことができる

よう，「ふれあい市民運動会」や「障がい児・者作品展」を開催し，市主催の講演会・イベント等へ

は手話通訳者や要約筆記者の派遣を行っています。さらに，公民館において「阪神南青い鳥学級」「阪

神南くすの木学級」を開設し，障がいのある人の学習活動を支援しています。 

障がいのある人の生きがいづくりや障がいのある人への理解を促進するためにも，スポーツ・レ

クリエーション，文化活動は重要な意義を持っています。アンケート調査などからも，スポーツ・

レクリエーションへの参加が外出目的となる人が多く，スポーツ・レクリエーション，文化活動な

どの機会の充実と参加しやすい環境を整えることが必要となっています。 

【今後の方向性】 

スポーツ・レクリエーション，文化活動の促進を図るため，生涯学習活動等を行う組織づくりを

支援します。障がいのある人が参加しやすく，市民が関心を持って参加するような内容の工夫をし

ていきます。また，社会教育施設等において，障がいのある人も参加しやすい講座の開催を働きか

け，生きがいづくりを支援します。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

ふれあい市民運動

会の開催（再掲） 

多くの市民が参加できるよう，プログラムや運

営等の工夫を行い，内容の充実を図ります。 
障害福祉課 充実 

各種スポーツ大会

等の周知及び参加

支援の推進 

障がいのある人のスポーツ活動及び競技スポ

ーツの振興を図るため，兵庫県が実施する各種

スポーツ大会や全国スポーツ大会，車いすマラ

ソン大会等の周知と参加支援を推進します。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

障がい児・者作品展

への参加促進 

障がいのある人の文化・芸術活動を促進するた

め，保健福祉センター等で開催する障がい児・

者作品展について，市民への広報や運営などの

支援を行います。 

社会福祉協議会

障害福祉課 
継続 

障がいのある人の 

生涯学習活動の 

振興 

○障がいのある人の自主的な学習活動を推進

するため，障がいのある人の学習の場である

「阪神南青い鳥学級」「阪神南くすの木学級」

の開設及び周知を行います。 

○障がいのあるなしにかかわらず，誰でも参加

できるしょうがい者とのスポーツ交流ひろ

ばの実施等スポーツ教室の開催支援を行い

ます。 

○障がいのある人が，様々な行事に参加し，社

会参加の促進を図るため，市主催の行事・

イベントや講演会など，各種文化活動等へ，

手話や要約筆記奉仕員等の派遣を行いま

す。 

公民館 

社会福祉協議会 

スポーツ推進課 

障害福祉課 

継続 

社会教育施設等の 

整備・改善 

障がいのあるなしにかかわらず誰でも安全に

施設を利用できるよう，バリアフリー化の進ん

でいない施設について，計画的にバリアフリー

化を進めます。 

生涯学習課 継続 

障がいのある人の

スポーツへの参加 

芦屋市スポーツ推進実施計画《前期》に基づき，

障がいのある人がスポーツに参加しやすい環

境づくりに取り組みます。 

スポーツ推進課 継続 
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プロジェクト１ 普及・啓発の促進 

■ 課 題 

  アンケート調査結果から，一般就労していない理由として，「就労したいが障がいの状況にあった

仕事がない」「一般就労に不安がある（技能，職場の人間関係，コミュニケーションなど）」といっ

た割合が高く，試行的に就労する場の提供が必要となっています。また，障がいのある人の福祉的

就労から一般就労への移行の推進が求められています。 

■ 施策の方向

  市が１事業所としての社会的責務を果たし，他の民間事業者等における雇用の推進を図るととも

に，知的障がい者・精神障がい者・発達障がい者の短期雇用を実施することにより，市役所全体の

障がいに関する理解を深め，被雇用者の就労に係るスキルの向上を図ります。 

■ 実施事業 

事業名 チャレンジド雇用の実施 

内  容 
障がいのある人の短期雇用を実施することにより，本人の就労に係るスキルの向上，

庁内における障がいに対する理解促進を図ります。 

重点プロジェクト：チャレンジド雇用の実施
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第４節 権利が尊重され安心して暮らせる環境づくり

１ 権利擁護の推進 

【現状と課題】 

本市では，保健福祉センター内に権利擁護支援センターを設置し，権利擁護専門相談をはじめ，

権利侵害への対応等に社会的な支援が必要な障がいのある人に対して権利擁護に関する相談から支

援までを一元的，専門的に行っています。また，安心して暮らし続けることができるよう，権利擁

護体制の構築及び成年後見制度の利用支援や日常的な金銭管理を支援する福祉サービス利用援助事

業※を実施しています。 

アンケート調査結果では，権利擁護支援センターの認知度が低い状況にあり，さらに周知する必

要があります。 

権利擁護支援については，関係機関との連携，地域による日常的な見守り支援などを組み合わせ

た体制づくりが必要となっています。 

【今後の方向性】 

相談支援事業所や民生委員・児童委員，地域包括支援センター，社会福祉協議会等の関係機関等

と連携し，権利擁護を必要とする障がいのある人の早期発見・対応に努め，権利擁護支援のネット

ワーク構築を図ります。 

また，平成２８年４月から施行される障害者差別解消法に基づき，障害者差別解消支援地域協議

会の設置等体制整備に向けて検討を行います。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

権利擁護体制の充

実 

障がいのある人の権利を守るため，権利擁護支

援センターの機能を含めたネットワーク構築

の推進に取り組みます。 

障害福祉課 

地域福祉課 
充実 

相談支援事業の実

施（再掲） 

地域の身近な相談窓口として，相談から一貫し

た支援を実施できるよう，関係機関と連携し，

相談支援の充実を図ります。 

障害福祉課 

社会福祉協議会 
充実 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

障がい者虐待防止

センター機能の充

実 

権利擁護支援センターに障がい者虐待防止セ

ンターの機能を備え，虐待防止の啓発や虐待へ

の対応支援を行います。 

障害福祉課 継続 

成年後見制度利用

支援事業の実施 

障がいのある人の権利擁護の一つとして，成年

後見制度の利用推進のため引き続き実施して

いくとともに，成年後見制度の普及啓発を行い

ます。 

障害福祉課 

地域福祉課 
継続 

福祉サービス利用

援助事業の実施 

障がいのある人などが地域で安心して生活で

きるよう，福祉サービス利用や生活に必要な金

銭管理を支援します。 

社会福祉協議会 継続 

障害者差別解消法

施行に伴う協議会

等体制整備 

平成２８年４月から施行される障害者差別解

消法に基づき，障害者差別解消支援地域協議会

の設置等体制整備に向けて検討を行います。 

人権推進課 

障害福祉課 
新規 

障害者差別解消法

施行に伴う社会教

育関係団体等への

法の理解と周知 

平成２８年４月から施行される障害者差別解

消法の理解と周知及び法に基づく，障がい者差

別解消に向けての人権学習推進への働きかけ

を各種団体に対し行います。 

生涯学習課 新規 
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２ 生活環境の整備 

【現状と課題】 

本市では，障がいのある人が自らの意思で，いつでも，どこへでも自由にいける環境を整備する

ため，「バリアフリー法に基づく，重点整備地区バリアフリー基本構想」に基づき，計画的にバリア

フリー化を進めています。障がいのある人の暮らしの場である住宅については，障がいに応じた住

まいとなるよう，住宅改造費の助成を行うとともに，市営住宅については，一部車イス対応住宅の

整備や空き家補修時にバリアフリー化を行っています。 

アンケート調査などからも，将来の住まいの確保へのニーズが高く，また，外出時に不便を感じ

るものとして，公共交通機関の利便性や建物の設備への回答が多くなっており，公共施設や主要交

通機関等のバリアフリー化と障がいに応じた住まいの確保は，障がいのある人のみならず，高齢社

会への対応を図る上でも重要となります。 

【今後の方向性】 

公共交通機関や主要道路，公共施設等については計画的にバリアフリー化を進めていきます。ま

た，各施設・設備の整備に当たっては，誰もが利用しやすいように配慮されるよう，ユニバーサル

デザインの考えの普及啓発を実施していきます。住まいに関する課題の解決に向け，市営住宅等大

規模集約事業の予定地において，障がいのある人をはじめとした多世代の交流や社会参加の場の創

出が期待できる福祉施設の設置について検討します。 

（１）福祉のまちづくり 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

駅・道路・建物など

一体的なバリアフ

リー化の推進 

障がいのある人の行動範囲の拡大や社会参加

を促進するため，バリアフリー法に基づく基本

構想により，重点整備地区におけるバリアフリ

ー化事業を推進します。 

都市計画課 継続 

福祉のまちづくり

の推進 

○バリアフリー情報の提供を行い，ユニバーサ

ルデザインの普及に努めます。 

○兵庫ゆずりあい駐車場制度の普及について，

県と協議し推進します。         

地域福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

道路・公園等のバリ

アフリー化推進 

道路，公園等のバリアフリー化については，必

要性や緊急性などを考慮し，計画的な整備を図

ります。 

道路課 

公園緑地課 
継続 

ノンステップバス※

等導入の補助 

公共バスを利用する障がいのある人や高齢者

等の利便性を向上させるため，事業者に対し，

ノンステップバス等の導入への補助を行いま

す。 

地域福祉課 継続 



93 

（２）障がいに応じた住まいの確保支援 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

住宅改造費の助成 
個々の障がいに応じた住宅改造が行えるよう，

既存住宅の改造費の助成を行います。 
障害福祉課 継続 

障がい者住宅整備

資金の貸付 

住み慣れた住宅で，個々の障がいに応じた住宅

環境を整備することができるよう，既存住宅を

改造するために必要な資金の貸付を行います。

障害福祉課 継続 

障がい者向け住宅

等の整備 

○市営住宅については，空家補修時を活用する

など計画的にバリアフリー化を行うととも

に，居住者本人の「模様替え申請」による改

修も許可し，改修の促進を図ります。 

○市営住宅居住者について，身体状況等により

住宅の住み替えが必要となった場合は，市営

住宅内での転居を促進します。

住宅課 継続 

市営住宅等大規模

集約事業の予定地

における福祉施設

の検討 

平成３０年４月完成予定の市営住宅等大規模

集約事業の予定地（高浜町）にグループホーム

等を含めた福祉施設の設置について検討しま

す。 

障害福祉課 

介護保険課 

高齢福祉課 

地域福祉課 

新規 

兵庫県居住支援協

議会への参画 

県・市・住宅関係団体・福祉関係団体等で構成

する「兵庫県居住支援協議会」に参画し，障が

いのある人などが民間賃貸住宅に円滑に入居

できるための方策等を協議します。 

住宅課 

地域福祉課 
継続 
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３ 防災・防犯対策の充実 

【現状と課題】 

本市では，緊急時や災害時に障がいのある人への支援を総合的に進めるため，支援体制の構築を

図っています。また，緊急時や災害時に特別な支援を必要とする人に対し，緊急・災害時要援護者

登録制度に基づき，緊急・災害時要援護者台帳を作成するとともに，民生委員・児童委員等と連携・

協力し，体制構築を進めています。さらに，地域における防災体制については，現在 64 地域で自

主防災会が組織されており，活動への支援を行っています。一方，防犯体制については，各町でま

ちづくり防犯グループ組織が結成されています。 

災害をはじめとする緊急時への救援体制の整備や防犯体制の整備は，障がいのあるなしを問わず

重要な課題となっています。 

【今後の方向性】 

災害等の緊急事態発生時に適切な情報提供と救援及び支援が行えるよう，体制の整備に努めます。

また，災害時や緊急時に特別な支援を必要とする緊急・災害時要援護者台帳の更新及び新規登録を

促すとともに，救援体制の整備充実を図ります。日頃利用している施設や，障がいのある人への支

援ができる人材のいる施設に避難することが大事であり，民間の福祉施設に福祉避難所としての運

用を働きかけていきます。 

防犯体制については，まちづくり防犯グループの見守り活動の充実を図り，地域防犯パトロール

等の実施により，安心して暮らせるまちづくりに取り組みます。 

取り組み 内  容 所管課等 方向性 

防災体制の強化 

芦屋市における防災体制の充実を図るため，

「芦屋市地域防災計画」について，国や兵庫県

の防災計画や防災対策の見直しとの整合を図

りつつ，津波対策に関する箇所等の見直しを毎

年度実施します。 

防災安全課 継続 

自主防災組織の確

立 

災害時に地域における支援活動を担う自主防

災会の普及率の向上を図るとともに，活動内容

の充実を図ります。 

防災安全課 継続 

防犯体制の整備 

まちづくり防犯グループの活動を充実させる

とともに，関係機関と連携し，情報共有と防犯

体制の強化を図ります。 

防災安全課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

防災・防犯知識等の

普及啓発 

広報紙や講演会，市のホームページ等を活用

し，防災・防犯等に関する知識の普及啓発に努

めます。 

防災安全課 継続 

緊急・災害時要援護

者避難支援体制の

確立 

○災害時や緊急時に特別な配慮を必要とする

要支援者（緊急・災害時要援護者）の名簿に

ついては，災害時の安否確認や避難誘導等を

円滑に行えるよう，名簿の更新及び新規登録

の促進を図っていきます。 

○自治会や自主防災会，民生委員・児童委員，

社会福祉協議会など関係機関等と連携し，緊

急・災害時要援護者の平常時からの地域にお

ける支援体制を構築していきます。 

障害福祉課 

防災安全課 

地域福祉課 

社会福祉協議会

充実 

災害時避難場所の 

整備 

災害時に避難所に指定されている公共施設等

において，障がい特性に応じた支援ができるよ

う整備を行い，食料品や飲料水，医療救急セッ

ト等の物資の備蓄を行います。 

防災安全課 継続 

福祉避難所の確保 

福祉避難所の指定を増やすとともに，民間の福

祉施設へも働きかけを行い，福祉避難所の確保

に努めます。 

防災安全課 継続 

緊急通報システム

事業の実施 

ひとり暮らしの重度障がい者に対して，緊急事

態における不安を解消するとともに，生活の安

全を確保するため，緊急通報システムの設置を

行います。 

障害福祉課 継続 
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取り組み 内  容 所管課等 方向性 

消費生活相談の実

施（消費生活センタ

ー） 

消費者被害の防止に向けた啓発に努めるとと

もに，法律に関する専門家を活用するなど，相

談体制の充実を図り，訪問販売，悪質商法のト

ラブルなどあらゆる相談を行います。 

経済課 継続 

１１９番等緊急通

報受信体制の整備 

○聴覚に障がいのある人や音声・言語機能に障

がいがある人及び会話による意思の伝達が

困難な人を対象にメールやＦＡＸによる１

１９番通報の受信体制を整備します。 

○障がいのある人の緊急時の通報手段として，

緊急通報システム（ペンダント通報）を実施

します。 

消防本部  

警防課 
継続 
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プロジェクト１ 普及・啓発の促進 

■ 課 題

  アンケート調査結果によると，障がいがあることで差別・偏見を主に「外出先」「通園・通学先」

で体験しており，「障がい」に対する正しい理解や障がい者の権利について，啓発の必要性が求めら

れています。また，「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律」の認知状況

についても，啓発の必要性が求められていますが，学習意向の多くは，「情報のみ」であり，特に，

「成年後見制度」の利用意向については，「わからない」が多くを占めることから，実用性の高い効

果的な情報提供が求められていると言えます。 

■ 施策の方向

  権利擁護支援センター機能の充実を図り，地域における権利擁護の啓発活動を継続して行い，本

市における権利擁護支援システムの構築を図ります。 

■ 実施事業

事業名 権利擁護体制の充実 

内  容 
障がいのある人の権利を守るため，権利擁護支援センターの機能を含めたネットワ

ーク構築の推進に取り組みます。 

重点プロジェクト：権利擁護体制の充実



98 

第５章 計画の推進体制

１ 庁内の推進体制 

  この計画は，保健，医療，福祉，教育，労働，建設など広範な分野にわたる総合的な施策の展開

が必要となります。そのため，庁内関係課と密接に連携し，計画を総合的に推進します。 

２ 地域との連携 

この計画を推進していくため，社会福祉協議会をはじめ，医療機関等の関係機関，民生委員・児

童委員や地域団体，障がい者団体，相談支援事業者，サービス提供事業者，企業等との連携を図り

ます。 

とりわけ，障がいに関する理解を進めるための取り組みや，地域での見守り・支援，交流，防犯・

防災などの取り組みは，社会福祉協議会，民生委員・児童委員，障がい者団体，相談支援事業者な

ど地域との連携と協力が不可欠であることから，地域福祉活動の促進を図る中で，具体的な取り組

みとして実現を目指します。 

３ 国・県等との連携 

この計画の推進に当たっては，国及び県の動向を踏まえた適切な施策展開を図ります。また，広

域的なサービス調整や効果的なサービス基盤の整備，就労支援など，広域的な課題や共通する問題

に適切に対応できるよう，障害保健福祉圏域である尼崎市や西宮市，さらには阪神地域である伊丹

市，宝塚市，川西市，三田市，猪名川町及び県との連携を図ります。 

４ 計画の進行管理 

この計画の着実な実行に努めるため，計画所管課である障害福祉課において計画の中間年度に，

各課施策の進捗状況の取りまとめを行うとともに，必要に応じて芦屋市自立支援協議会から意見を

聴取し，計画の評価・点検を行い，市ホームページ等で公表します。 
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資料編

１ 芦屋市障害者（児）福祉計画第６次中期計画策定経過 

開催（実施）日 開催（実施）事項 内    容 

平成 26 年 2 月 24 日 第１回策定委員会 アンケート調査の内容について 

3 月 15 日～3月 31 日 対象者意識調査 
対象者 1,347 人を対象に郵送による調査実施及び 

関係団体等に対しインタビュー調査を実施 

6 月 6 日 第２回策定委員会 アンケート結果報告 

8 月 28 日 第３回策定委員会 障害者(児)福祉計画中間まとめ案の検討 

10 月 22 日 第４回策定委員会 障害福祉計画中間まとめ案の検討 

11 月 5日 第１回推進本部幹事会 中間まとめ案の検討 

11 月 10 日 第１回推進本部会議 中間まとめ案の検討 

11 月 18 日 第１回社会福祉審議会 中間まとめ案の報告 

12 月 5日 民生文教常任委員会 中間まとめ案の報告 

平成 26 年 12 月 25 日 

～平成 27 年 1 月 24 日 
市民意見の募集 閲覧期間・意見募集期間 

1 月 30 日 第５回策定委員会 
パブリックコメントの結果報告 

障害者（児）福祉計画･障害福祉計画原案策定 

1 月 30 日 第２回推進本部幹事会 計画案の検討 

2 月 2 日 第２回推進本部会議 計画案の検討 

2 月 12 日 第２回社会福祉審議会 計画案の検討 

2 月 19 日 民生文教常任委員会 計画案の報告 
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２ 芦屋市障害者（児）福祉計画策定委員会設置要綱 

（設置）

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定に基づき，芦屋市障害者（児）福

祉計画（以下「計画」という。）を策定するため，芦屋市障害者（児）福祉計画策定委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は，次に揚げる事項を所掌する。

(1) 計画の策定に関すること。

(2) その他設置目的達成のため必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 委員会は，委員１５人以内で組織する。

２ 委員は，次に掲げる者又は団体から選出された者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。

(1) 学識経験者

(2) 保健，医療関係者 

(3) 障がい者関係団体

(4) 社会福祉団体

(5) 社会福祉事業従事者

(6) 市民

(7) 行政関係者

（任期）

第４条 委員の任期は，委嘱又は任命の日から計画の策定の日までとする。

２ 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は，委員の互選により定める。

３ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。

４ 副委員長は，委員長の指名により定める。

５ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，その職務を代理

する。

（会議）

第６条 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長がその会議の議長となる。
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２ 委員会は，委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。

（意見の聴取）

第７条 委員会において，必要があると認めるときは，委員以外の者を出席させて意見等を聴くことができ

る。

 （庶務）

第８条 委員会の庶務は，障がい福祉に関する事務を所管する課において処理する。

 （補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員会に諮り定める。

   附 則

 この要綱は，平成２５年１０月１日から施行する。



102 

３ 芦屋市障害者（児）福祉計画第６次中期計画策定委員会委員名簿 

区分 氏 名 所属団体・機関での役職名 

学 識 経 験 者  ◎木 下 隆 志 芦屋学園短期大学 幼児教育学科 准教授 

保健・医療関係者   長 澤   豊 一般社団法人芦屋市医師会 理事 

障がい者関係団体  

 天 津 一 郎 芦屋市身体障害者福祉協会 理事 

 朝 倉 己 作 ＮＰＯ法人芦屋市手をつなぐ育成会 理事長 

 木 村 嘉 孝 芦屋市身体障害児者父母の会 会長 

 島   サヨミ 芦屋家族会 会長 

社 会 福 祉 団 体  

 岡 本 直 子 芦屋市民生児童委員協議会 副会長 

 加 納 多惠子 社会福祉法人芦屋市社会福祉協議会 会長 

社会福祉事業従事者 

○堺     孰 社会福祉法人三田谷治療教育院 理事長 

 丸 谷 美也子 
芦屋市相談支援事業者 

（一般財団法人芦屋ハートフル福祉公社） 

 福 田 晶 子 
芦屋市自立支援協議会 

（居宅介護事業所「すずな」代表） 

市 民 

 遠 藤 哲 也 公募市民 

 岡 本 佳保里 公募市民 

行 政  寺 本 慎 児 芦屋市福祉部長 

オブザーバー 有 野 和 枝 芦屋健康福祉事務所 副所長兼地域保健課長 

 敬称略 ◎委員長 ○副委員長  



103 

４ 芦屋市障害者（児）福祉計画推進本部設置要綱 

（設置） 

第１条 芦屋市障害者（児）福祉計画を策定し，計画の実現を目指す施策を総合的に推進するため，芦屋市

障害者（児）福祉計画推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。

（所掌事務） 

第２条 推進本部は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 芦屋市障害者（児）福祉計画の策定及び総合的な推進に関すること。

(2) 芦屋市障害者（児）福祉計画に関する関係部局の総合調整に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，目的を達成するために必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。

２ 本部長は，市長をもって充て，副本部長は，副市長をもって充てる。

３ 本部員は，別表第１に掲げる者をもって充てる。

（会議）

第４条 推進本部の会議は，本部長が招集する。

２ 本部長は，会務を総理し，推進本部を代表する。 

３ 本部長に事故あるとき，又は本部長が欠けたときは，副本部長がその職務を代理する。 

（幹事会）

第５条 推進本部に，その所掌事務に関する具体的な施策を検討するために，幹事会を置く。

２ 幹事会は，委員長，副委員長及び委員をもって組織する。

３ 委員長は，福祉部長をもって充て，副委員長は，福祉部地域福祉課長をもって充てる。

４ 委員長は，幹事会を代表する。

５ 委員長に事故あるとき，又は委員長が欠けたときは，副委員長がその職務を代理する。

６ 委員は，別表第２に掲げる者をもって充てる。

７ 委員長が必要と認めるときは，幹事会に委員以外の者の出席を求め，意見若しくは説明を求め，又は資

料の提出を求めることができる。

 （専門部会）

第６条 幹事会には，必要に応じて専門部会を置くことができる。

２ 専門部会の部会員は，委員長が指名する。

３ 部会長は，福祉部障害福祉課長をもって充てる。

４ 部会長は，専門部会を主宰する。

５ 部会長が必要と認めるときは，専門部会委員以外の者を出席させ，意見を聴くことができる。
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 （庶務）

第７条 推進本部の庶務は，障がい福祉に関する事務を所管する課において行う。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか，推進本部の運営に関し必要な事項は，別に定める。

   附 則 

この要綱は，平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２３年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

教育長 

技監 

企画部長 

総務部長 

総務部参事（財務担当部長） 

市民生活部長 

福祉部長 

こども・健康部長 

都市建設部長 

都市建設部参事（都市計画・開発事業担当部長) 

上下水道部長 

市立芦屋病院事務局長 

消防長 

教育委員会管理部長 

教育委員会学校教育部長 

教育委員会社会教育部長 
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別表第２（第５条関係） 

企画部行政経営課長 

企画部市民参画課長 

総務部財政課長 

市民生活部人権推進課長   

市民生活部経済課長 

市民生活部保険課長 

福祉部主幹（トータルサポート担当課長） 

福祉部福祉センター長 

福祉部高齢福祉課長 

福祉部主幹（福祉公社担当課長） 

福祉部介護保険課長 

こども・健康部こども課長 

こども・健康部保育課長 

こども・健康部健康課長 

都市建設部道路課長 

都市建設部防災安全課長 

都市建設部都市計画課長 

都市建設部住宅課長 

市立芦屋病院事務局総務課長 

消防本部総務課長 

教育委員会管理部管理課長 

教育委員会学校教育部学校教育課長 

教育委員会社会教育部生涯学習課長 
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５ 芦屋市障害者（児）福祉計画推進本部員名簿 

所 属 氏 名 

【本部長】市 長 山 中   健 

【副本部長】副市長 岡 本   威 

教育長    福 岡 憲 助 

技 監 宮 崎 貴 久 

企画部長  米 原 登己子 

総務部長 佐 藤 徳 治 

総務部参事（財務担当部長） 脇 本   篤 

市民生活部長  北 川 加津美 

福祉部長  寺 本 慎 児 

こども・健康部長  三 井 幸 裕 

都市建設部長 辻   正 彦 

都市建設部参事（都市計画・開発事業担当部長)  林   茂 晴 

上下水道部長 青 田 悟 朗 

市立芦屋病院事務局長  古 田 晴 人 

消防長  樋 口 文 夫 

教育委員会管理部長 山 口 謙 次 

教育委員会学校教育部長  伊 田 義 信 

教育委員会社会教育部長  中 村 尚 代 
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６ 芦屋市障害者（児）福祉計画推進本部幹事会委員名簿 

所 属 氏 名 

【委員長】福祉部長 寺 本 慎 児 

【副委員長】福祉部地域福祉課長 長 岡 良 徳 

企画部行政経営課長    稗 田 康 晴 

企画部市民参画課長 福 島 貴 美 

総務部財政課長 森 田 昭 弘  

市民生活部人権推進課長 本 間 慶 一 

市民生活部経済課長 近 田   真 

市民生活部保険課長 阪 元 靖 司 

福祉部主幹（トータルサポート担当課長） 細 井 洋 海 

福祉部福祉センター長 岡 田 きよみ 

福祉部高齢福祉課長 木 野   隆 

福祉部主幹（福祉公社担当課長） 中 山 裕 雅 

福祉部介護保険課長 奥 村 享 央 

こども・健康部こども課長 茶 嶋 奈 美 

こども・健康部保育課長 伊 藤 浩 一 

こども・健康部健康課長 越 智 恭 宏 

都市建設部道路課長 西 村   仁 

都市建設部防災安全課長 柿 原 浩 幸 

都市建設部都市計画課長 東     実 

都市建設部住宅課長 細 井 良 幸  

市立芦屋病院事務局総務課長 平 見 康 則 

消防本部総務課長 吉 岡 幸 弘 

教育委員会管理部管理課長 小 川 智瑞子 

教育委員会学校教育部学校教育課長 北 野   章 

教育委員会社会教育部生涯学習課長 長 岡 一 美 
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７ 芦屋市社会福祉審議会委員名簿 

平成 26 年 6 月 9 日現在 

区分 氏名 所属・役職名等 

学識経験者 

◎中 田 智恵海 佛教大学 教授 

○佐々木 勝 一 京都光華女子大学 教授 

都 村 尚 子 関西福祉科学大学 准教授 

松 葉 光 史 芦屋市医師会 副会長 

市議会議員 

中 島 健 一 芦屋市議会 議長 

重 村 啓二郎 芦屋市議会 民生文教常任委員会 委員長 

社会福祉団体等の代表 

加 納 多惠子 芦屋市社会福祉協議会 会長 

森   幸 子 芦屋ボランティア連絡会 会長 

大 嶋 三 郎 芦屋市老人クラブ連合会 会長 

市職員 岡 本   威 芦屋市副市長 

 敬称略 ◎委員長 ○副委員長  
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８ 用語解説 

【あ行】 

■アクセシビリティ

 高齢者・障がい者を含む誰もが，さまざまな製品や建物やサービスなどを支障なく利用できるかどうか，

あるいはその度合いをいう。

■インクルーシブ教育

 人間の多様性の尊重等の強化，障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ，自

由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下，障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ

仕組みであり，障がいのある者が「general education system」（署名時仮訳：教育制度一般）から排除さ

れないこと，自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること，個人に必要な「合理的配

慮」が提供される等が必要とされている。 

■インターンシップ 

 学生が企業等で行う一定期間の就業体験の制度。インターンシップを経験することで，仕事のイメージを

具体的につかめたり，自分に合った仕事や働き方をみつけられることによって，働く意欲や自信を持つきっ

かけとなる。就業体験者が障がい者の場合では，受け入れる企業等にとっても障がいを理解するよい機会と

なる。

【か行】 

■基幹相談支援センター

 地域における相談支援の中核的な役割を担い，身体障がい者，知的障がい者，精神障がい者等の相談を総

合的に行う機関。

■国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関し，障がい者就労施設等の受注の機会を

確保するために必要な事項等を定めることにより，障がい者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増

進を図る。 

■グループホーム 

地域にある住宅（アパート，マンション）等で，障がいのある人が数人で共同生活を営み，専任の世話人

により，食事の提供，相談，その他日常生活指導・援助が提供される住まい。
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■ケースカンファレンス 

 ケースワークにおいて，ソーシャルワーカーや医師など援助に携わる者が集まって行う事例検討会。

■コーディネーター 

 福祉サービス等を合理的・効果的に提供するために連絡・調整する支援者。

■コミュニティソーシャルワーク

 地域において生活上の課題を抱える個人や家族に対する個別支援と，それらの人々が暮らす生活環境の整

備や住民の組織化等の地域支援をチームアプローチによって統合的に展開する実践。

【さ行】 

■サポートファイル

 医療，保健，福祉，教育，労働等の各機関において必要な情報を共有し，連携して相談・支援を行う際の

参考となるよう作成するもの。

■障害者基本法 

障がいのある人の自立と社会，経済，文化その他あらゆる分野への参加を促進するため，平成５年（1993

年）に制定された。平成 23 年（2011 年）８月に改正され，障がいの有無にかかわらず，等しく基本的人権

を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり，全ての国民が，障がいの

有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現すること

を目指す旨明記された。大きな改正点が障がい者の定義の拡大と合理的配慮概念の導入となる。 

■障害者の権利に関する条約 

 すべての障がい者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し，保護し，及び確保

することならびに障がい者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的に作られた 21 世紀では初の人権条約

であり，平成 18 年（2006 年）12 月 13 日に第 61 回国連総会において採択された。日本政府の署名は平成

19年（2007 年）９月 28 日で，障害者基本法や障害者差別解消法の成立に伴い，国内の法律が条約の求める

水準に達したとして，条約の批准を国会が承認，平成 26 年（2014 年）１月に国連事務局に日本の批准が承

認された。 

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律  

 障がいのある人の地域生活と就労を進め，自立を支援する観点から，これまで障がい種別ごとに異なる法

律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス，公費負担医療等について，共通の制度のも
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とで一元的に提供する仕組みを創設した法律。平成 18 年（2006 年）４月施行。平成 24 年（2012 年）6 月

より名称変更（旧法律名は障害者自立支援法）。 

■ジョブコーチ

 就労支援の専門職。就労を希望する障がいのある人に対し，職場に同行し，ともに作業や休憩時間を過ご

し，働きやすいように援助を行う。また事業主や職場の従業員に対し，障がいのある人の職場適応に必要な

助言を行い，必要に応じて職務や職場環境の改善を提案し，障がいのある人の職場定着を図る。 

■成年後見制度 

認知症，知的障がい，精神障がいなどによって，物事を判断する能力が十分ではない人について，本人の

権利を守る援助者を選ぶことで本人を法律的に支援する制度。

【た行】 

■地域生活支援事業 

 障がいのある人が，その有する能力及び適性に応じ自立した生活や社会生活を営むことができることを目

的に，市町村及び都道府県が，地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより，効率的・効

果的な事業実施が可能である事業。（例：相談支援事業，移動支援事業等）

■チャレンジド雇用 

知的障がい者，精神障がい者，発達障がい者を対象に短期間，市役所において臨時的任用職員として雇用

し，そこでの業務の経験を踏まえ，ハローワーク等を通じ一般企業等への就職へつなげる取り組み。 

■通級指導教室 

小学校，中学校の普通学級に在籍している発達に障がいのある児童，生徒に対し，主として自立活動の指

導を別室で行い，障がいに応じた指導を行う指導形態。

■特別支援教育

障がいのある幼児，児童，生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援するという視点に立ち，

一人ひとりの教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，

適切な指導及び必要な支援を行うもの。 

 平成 19 年４月から，「特別支援教育」が学校教育法に位置付けられ，すべての学校において，障がいのあ

る幼児，児童，生徒の支援を充実していくこととなった。 
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【な行】 

■ニーズ 

一般的には，生存や幸福，充足を求める身体的・精神的・経済的・文化的・社会的な要求という意味で，

欲求，必要，要求等と訳される。社会福祉の領域においては，社会生活を営むのに必要な基本的要件の充足

ができていない場合に発生する，よりよい生活を送るための課題。

■ノンステップバス 

乗車から着席，降車まで段差（出入口にある階段）をなくし，床面を低くしたバス。

【は行】 

■バリアフリー 

 高齢者，障がい者の生活の妨げとなるバリア（障壁）を改善し，両者が自由に活動できる生活空間のあり

方。一般的には建物の段差等の「物理的なバリア」を指すことが多いが，「制度的なバリア」「文化・情報面

でのバリア」「意識上のバリア」等があり，これらのバリアをなくしていくことが求められている。

■ピアサポート

 「ピア」とは仲間という意味で，障がい・病気・不登校などの共通の生活課題を抱える人たち同士で情報

や体験を共有して課題を抱えて生きる，あるいは課題の軽減を目指して支えあうことを指す。「ピアカウン

セリング」は「ピアサポート」の根幹を成す。障がいのある人や同じ立場にある人が相談にあたるため相談

しやすく，カウンセラーは自らの経験を生かして情緒的な面を含めた支援ができる。相談者の自己信頼の回

復を支援するともに，相談を受ける側もカウンセラーとして自立できることに大きな意義がある。ピアサポ

ートは同じ立場にあることが大きなポイントであり，互いに共感しやすいことから孤立感を防ぐためにも有

効な手段の一つである。

■福祉サービス利用援助事業 

判断能力に不安のある高齢者・知的障がいのある人・精神障がいのある人へ福祉サービスの利用手続きや

日常的金銭管理等を援助する事業。福祉サービスの利用手続きや利用料の支払い，日常の金銭管理等を行う。

社会福祉協議会で実施。

■福祉的就労 

 一般就労が困難な障がいのある人が，各種施設や小規模作業所等で職業訓練等を受けながら作業を行うこ

と。
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■ボランティアコーディネーター

 ボランティア活動を行いたい人とボランティアの応援を受けたい人・組織などを対等につなぐ専門職又は

その立場をいう。

【ら行】 

■ライフステージ 

人生の各段階。幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期等に分けられる。 

【や行】 

■ユニバーサルデザイン 

 年齢，性別や障がいの有無にかかわらず，すべての人が快適に利用できるように製品や建造物，生活空間

等をデザインすること。「バリアフリー」が特定の障壁（バリア）を解消することであるのに対して，対象

を限定するのではなく初めからすべての人に使いやすくするという，バリアフリーから一歩進んだ発想。
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